
　

　

 
 

（単位　円）
　

科目 本年度末 前年度末 増　　　減
30 固定資産 66,115,076,480 　              65,147,392,615 　              967,683,865 　                  
30     有形固定資産 23,290,645,596 　              23,145,516,051 　              145,129,545 　                  
30         土地 697,593,827 　                  697,593,827 　                  0 　                                 
30         建物 15,862,822,635 　              16,459,336,641 　              596,514,006  △                
30         構築物 898,180,302 　                  1,051,895,147 　                153,714,845  △                
30         教育研究用機器備品 382,178,832 　                  406,102,513 　                  23,923,681  △                  
30         管理用機器備品 99,998,536 　                    112,586,554 　                  12,588,018  △                  
30         図書 4,403,761,357 　                4,354,779,125 　                48,982,232 　                    
30         車輌 512,404 　                        1,281,004 　                     768,600  △                      
30         建設仮勘定 945,597,703 　                  61,941,240 　                    883,656,463 　                  
30     特定資産 42,221,448,522 　              41,390,942,133 　              830,506,389 　                  
30         第２号基本金引当特定資産 711,025,200 　                  1,479,025,200 　                768,000,000  △                
30         第３号基本金引当特定資産 17,326,969,600 　              17,238,319,482 　              88,650,118 　                    
30         施設整備特定資産 20,683,857,827 　              20,526,127,827 　              157,730,000 　                  
30         教育環境整備特定資産 3,499,595,895 　                2,147,469,624 　                1,352,126,271 　                
30     その他の固定資産 602,982,362 　                  610,934,431 　                  7,952,069  △                   
30         電話加入権 970,200 　                        970,200 　                        0 　                                 
30         施設利用権 9,301,800 　                     9,301,800 　                     0 　                                 
30         有価証券 144,107,519 　                  159,174,939 　                  15,067,420  △                  
30         収益事業元入金 20,795,194 　                    20,795,194 　                    0 　                                 
30         長期貸付金 3,766,661 　                     2,895,697 　                     870,964 　                        
30         差入保証金 1,240,000 　                     1,200,000 　                     40,000 　                         
30         退職年金積立金 422,800,988 　                  416,596,601 　                  6,204,387 　                     
30 流動資産 2,408,677,583 　                1,943,275,058 　                465,402,525 　                  
30         現金預金 2,068,911,140 　                1,786,880,288 　                282,030,852 　                  
30         未収入金 334,325,476 　                  151,174,287 　                  183,151,189 　                  
30         貯蔵品 2,910,200 　                     3,396,197 　                     485,997  △                      
30         前払金 2,207,259 　                     938,580 　                        1,268,679 　                     
30         立替金 323,508 　                        885,706 　                        562,198  △                      
30 資産の部合計 68,523,754,063 　              67,090,667,673 　              1,433,086,390 　                

　
科目 本年度末 前年度末 増　　　減

30 固定負債 8,197,816,078 　                7,860,502,825 　                337,313,253 　                  
30     長期借入金 6,353,370,300 　                6,009,277,900 　                344,092,400 　                  
30     長期未払金 22,740,700 　                    4,930,848 　                     17,809,852 　                    
30     退職給与引当金 1,775,949,725 　                1,801,295,322 　                25,345,597  △                  
30     退職年金預り金 45,755,353 　                    44,998,755 　                    756,598 　                        
30 流動負債 2,018,194,857 　                1,843,719,334 　                174,475,523 　                  
30     短期借入金 625,007,600 　                  511,447,600 　                  113,560,000 　                  
30     未払金 435,029,852 　                  339,400,352 　                  95,629,500 　                    
30     前受金 815,443,408 　                  787,337,497 　                  28,105,911 　                    
30     預り金 142,713,997 　                  205,533,885 　                  62,819,888  △                  
30 負債の部合計 10,216,010,935 　              9,704,222,159 　                511,788,776 　                  

科目 本年度末 前年度末 増　　　減
30 基本金 53,872,141,192 　              53,818,381,074 　              53,760,118 　                    
30     第１号基本金 35,257,146,392 　              34,524,036,392 　              733,110,000 　                  
30     第２号基本金 711,025,200 　                  1,479,025,200 　                768,000,000  △                
30     第３号基本金 17,326,969,600 　              17,238,319,482 　              88,650,118 　                    
30     第４号基本金 577,000,000 　                  577,000,000 　                  0 　                                 
30 繰越収支差額 4,435,601,936 　                3,568,064,440 　                867,537,496 　                  
30     翌年度繰越収支差額 4,435,601,936 　                3,568,064,440 　                867,537,496 　                  
30 純資産の部合計 58,307,743,128 　              57,386,445,514 　              921,297,614 　                  
30 負債及び純資産の部合計 68,523,754,063 　              67,090,667,673 　              1,433,086,390 　                

資産の部

貸借対照表

2018年3月31日

負債の部

純資産の部



（注）

1. 重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

　　未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　退職給与引当金

（２）その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法
　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

2. 重要な会計方針の変更等

3. 減価償却額の累計額の合計額 18,538,786,912 円

4. 徴収不能引当金の合計額 44,651,797 円

5.

土　地 29,567,440 円
土　地（根抵当権） 8,086,224 円
建　物（根抵当権） 80,156,728 円

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 6,582,558,116 円

7. 当該会計年度の末日において、第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

   ① 総括表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額
時価が貸借対照表計上額を超える
もの

32,234,030,601 38,183,335,236 5,949,304,635

　（うち満期保有目的の債券） (125,098,231) (125,662,250) (564,019)

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

8,588,763,534 8,381,574,938 △ 207,188,596

　（うち満期保有目的の債券） (-) (-) (-)

合　　　計 40,822,794,135 46,564,910,174 5,742,116,039

　（うち満期保有目的の債券） (125,098,231) (125,662,250) (564,019)

時価のない有価証券 19,009,288

有価証券合計 40,841,803,423

   ② 明細表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

債券 125,098,231 125,662,250 564,019

株式 2,108,770,415 2,447,218,900 338,448,485

投資信託 38,588,925,489 43,992,029,024 5,403,103,535

貸付信託 - - -

合　計 40,822,794,135 46,564,910,174 5,742,116,039

時価のない有価証券 19,009,288

有価証券合計 40,841,803,423

　　大学の教職員及び高等学校の職員に係わる退職給与引当金については、期末要支給額1,985,303,923円の100％
　　を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計
　　上しており、高等学校の教員に係わる退職給与引当金については、期末要支給額408,301,633円から東京都私
　　学財団からの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

　　預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

担保に供されている資産の種類及び額

　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

　該当なし

当　年　度　（2018年3月31日）

種類
当　年　度　（2018年3月31日）



　

（2）学校法人の出資による会社に係る事項

（3）偶発債務

（4）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　平成21年4月1日以降に開始したリース取引
　リース物件の種類　 　リース料総額　 　未経過リース料期末残高　

　　　教育研究用機器備品 6,005,184円　 1,972,034円　
　　　管理用機器備品　 9,673,576円　 6,108,168円　
　　　教育研究用消耗品 66,824,643円　 38,880,452円　
　　　管理用消耗品 14,288,793円　 3,847,437円　

9. 関連当事者との取引

関連当事者との取引内容は、次のとおりである。 （単位：円）

 属性　　　　 氏名 取引金額（期末残高）

理事長　　北城　恪太郎 3,584,980,000

603,598,000

　　下記について債務保証を行っている。
　　提携学費ローン債務保証額1,867,139,406円（内訳三菱東京ＵＦＪ銀行86,430,041円、みずほ銀行
　　1,780,709,365円）

　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
　　① 名称及び事業内容　　株式会社ＩＣＵサービス　　物品調達事業、自販機事業、損害保険代理業ほか
　　② 資本金の額　　　　　　　　　　　　 9,000,000円
　　③ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日
　　　　　　　 2010年7月1日　　9,000,000円　　180株
　　　　　　　 総出資金額に占める割合　　　100％
　　④ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額
　　　　当該会社からの受入額　　　寄付金　11,000,000円、賃料等　9,103,318円
　　　　当該会社への支払額　　物品調達等　1,904,683円、印刷製本費　3,103,099円、保険料　8,877,130円
　　⑤ 当該会社の債務に係る保証債務　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（注2）高等学校体育館建設に係る財団法人東京都私学財団との金銭消費貸借契約において、当法人と連帯して
　　　 債務を負っている。

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおりである。

取引の内容

日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対する被保証（注1）

財団法人東京都私学財団からの借入に対する被保証（注2）

（注1）図書館、学生会館、大学食堂、学生寮等建設、大学本館耐震改修に係る日本私立学校振興・共済事業団との
　　　 金銭消費貸借契約において、当法人と連帯して 債務を負っている。


